午後3時30分再開

○議長(木内光夫君)休憩を閉じ、会議を再開いたします。

次に、公明党を代表しまして、24番志賀健治君の発言を許します。

〔24番志賀健治君登壇〕

024番(志賀健治君)私は、公明党を代表して、小池市長の施政方針並びに新年度予算案に対し質問をいたします。

小池市長は、平成10年12月、市民の負託を受け、市長に就任してから市政に対する市氏の信頼回復と財政の健全化を最重要課題として市政の執行に努めてまいりました。過去3年間の施政方針を振り返ってみますと、市長就任初年度であります平成11年度は、就任早々の予算編成でもあり、「体力蓄積型予算」として後年度予定する事業を見据え、地方債への依存を極力抑えられました。2年目に当たります平成12年度は、ダイオキシン対策と長年の懸案事項でありました錦田小学校舎移転改築等に見られますように、「重要課題解決型予算」として取り組みました。そして本年、平成13年度は第3次三島市総合計画の初年度として、計画を着実に進めるべく「堅実型予算」と位置づけ、諸施策を執行してまいっているところであります。

さて、平成14年度、新年度当初予算であります。小池市長、あなたは多様化する市民のニ一ズを大きく3つの項目に集約され、一般会計予算313億7,200万円を編成、「将来を展望する予算」と位置づけられました。具体的予算づけ項目を大きな事業から拾ってみますと錦田小移転改築、街中がせせらぎ事業、生活習慣病予防対策、優良建築物整備補助金等1億円以上の事業は13事業に上ります。大きな事業項目は95事業項目、そのうち新規事業は21項目の展開となっております。これら諸事業の財源裏づけとなる収入の面を見ますと、財政の半ばを占める市税は、固定資産税は増収が見込まれますが、市民税は個人、法人とも減収見込みという厳しい状況の中での編成となっております。前年度の予算と比較しますと28億9,600万円、8.5%の減収でありますが、平成14年度から国民年金事務の大半が国に移行することによる減額を計算いたしますと、実質9億5,385万円、3.0%の減収ということになります。

以上、収入、支出の両面にわたる概要を述べさせていただきましたが、つまるところ、この予算の中に3つの基本方針はもとより、2年目を迎えました第3次三島市総合計画、そして環境ルネサンスを目指します小池市長の施策が散りばめられているものと理解をいたします。一方、財政の健全化という大きな制約の中、多様化した市民の二一ズにこたえようとされた小池市長の首長としてのリーダーシップはもとより、職員の皆様方の予算化の御努力に対しましては、まず敬意を表するものであります。

質問に入ります。市長にお尋ねいたします。

ま六最初に予算編成に当たっての優先順位の設定であります。税収が限られている中で、何を先にやるか。優先順位をつけるのがまさに市長の役割であると思いますが、多岐にわたる市民のニ一ズにこたえるためには、おのずと総花的になりがちであります。予算編成に当たって、あえて申すなら、優先順位をどのように考え、予算編成、施政方針となされたのかお尋ねする次第です。さらに申すならば、どこが必要で、どこが不必要と考えられたのかということであります。

具体的な御説明を望むものであります。

次に、財政健全化の今後の見通しでありますが、このことに関連して2点にわたってお尋ねいたします。１つには、スリムな執行体制実現の努力、組織再編成等の考えはどうかであり、2つには、市職員の人件費の見通しについてであります。最初に、スリムな執行体制の実現化についてですが、市長の施政方針演説にもありましたように、平成１４年度の一般会計予算は、長引く景気の低迷による個人市民税及び法人市民税の減収等により、市税が前年対比で0.9％減になることが見込まれるとのことで、一段と厳しい財政環境となつていることがうかがわれます。このような状況においては、財政の健全化が大変重要なポイントになってまいりますが、これを推し進めていくためには行政改革が避けては通れないものとなります。このための具体的な方策の1つとして、スリムな執行体制の実現が挙げられると思います。行政組織のぜい肉をそぎ落とし、必要最小隈の人数で、適材適所の職員配置をすることがどうしても必要になつてくると思われます。そこで伺いますが、スリムな行政執行体制実現のために、市はどのような努力をされているのか。今回の予算にどのように反映させたのか。また

組織再編成等をする考えはないか、お尋ねする次第であります。2つ目の職員の人件費の見通しについてであります。一向に回復しない経済不況から、民問企業にあっては倒産が相次ぎ、経営統合などの合理化が行われ、今春闘の争点も賃上げから雇用の確保を優先することが基調となっていると言われております。一方、各自治体においては、税収の大幅な落ち込みが見られており、三島市の新年度予算に計上されました市税を見ましても、前年度より1億4,000万円の減額となっています。そのような状況の中で、伊東市では税収不足からくる厳しい財政難を乗り切るために、平成14年度に限り基本給を管理職は4%、一般職員については3％を一律カットすると報道されておりますが、三島市では職員給与のカットについてどのように考えているかお聞かせください。また、一般会計予算の中で人件費が占める割合は30%前後と言われておりますが、今後退職者の推移を見ますと、平成19年以降は9年間ほど40人前後が毎年退職し、10数億円の退職金が毎年支払われることになります。そのことから、一般会計に占める人件費の割合がさらに増大し、財政の硬直化がより一層強まるのではないかと懸念されているところでありますが、退職手当基金の設立についてどのように考えていくのか、あわせてお尋ねしておきたいと思います。次に、ペイオフ対策と中小企業セーフティーネットについてであります。この不況の嵐の中で、今世情を賑わしているのは、鈴木宗男氏の国会喚問とペイオフ解禁問題かと思われます。ペイオフ解禁の4月が目前となり、各自治体も大わらわであります。この解禁により、公金管理者の責任は格段に重くなり、公金が失われれば損害賠償責任が発生する可能性もあると言われております。そこで実質責任者であります収入役にお尋ねいたします。当三島市を取り巻く金融機関に対し、三島市としての現状認識と金融機関等に対する選択基準など、具体的対策、またそれに伴う専門職員の育成や外部職員を招くのかなど、三島市としてのペイオフに対する対応についてお答えを望むものであります。また、デフレ対策による不良債権処理問題では、中小企業のセーフティーネットが早くから叫ばれてまいりました。このペイオフ解禁により、金融機関による中小企業の貸し渋り被害はこれまで以上に進むと考えられますが、三島市としての対応、対策をお尋ねしておきたいのであります。

次に、福祉関係予算に対する質問であります。当局の資料によりますと、新年度当初予算313億7,200万円のうち民生費が66億2,853万円あり、そのうち福祉関係費として58億2,315万円が計上され、構成比18.6%となっております。本年度と比較してみますと5億3,319万円増額で9.9％のアップとなっているわけであります。そこで介護保険制度の平成15年度見直しを見据え、さらに充実した福祉政策を展開されることを望みまして、次の点をお尋ねします。

　まず、高齢者や障害者など在宅にいる方が、さまざまなサービスの中から自由に選択をできるように、サービス事業者としてＮＰＯ法人などの参入について、積極的に市として掘り起こしをすべきと考えますが、現在民間事業者の参入により事業を展開している介護サービスについて、

どのようにお考えか。また、施設入所を希望している方について、このたび平成15年度には、特養ホームが2施設できるわけでございますが､待機者はこれでカバーできる状態になるのか。さらに、介護保険料について平成15年度からはどのように見込まれておるのかについてお尋ねいたします。

　最後に、補助事業における三島市の取り組みについてお尋ねします。国・県の補助事業を積極的に取り入れた予算案となっているのかどうかということであります。特に市民直結の補助事業の場合、市民にとって補助絡みの事業の多い少ないが、生活向上へ向けての恩恵を享受している1つのバロメーターになることは間違いないと思います。したがって、国・県の補助事業は周知徹底、PRに努め、枠組みいっぱいの実施を目指すべきだと思いますが、新年度予算の中身はどのような扱いになっておられるのか。継続事業は現年度に対しどの程度の組み入れを図っておられるのか。また、新たな補助事業はどのような状況であるのか､具体的なお答えを求めるものであります。

　以上、壇上からの質問といたしますが、質問内容が多岐にわたっておりますので、当局の皆様方は明快なる答弁をよろしくお願いしたいと思います。この不況の嵐の中で、今世情を賑わしているのは、鈴木宗男氏の国会喚問とペイオフ解禁問題かと思われます。ペイオフ解禁の4月が目前となり、各自治体も大わらわであります。この解禁

により、公金管理者の責任は格段に重くなり、公金が失われれば損害賠償責任が発生する可能性もあると言われております。そこで実質責任者であります収入役にお尋ねいたします。当三島市を取り巻く金融機関に対し、三島市としての現状認識と金融機関等に対する選択基準など、具体的対策、またそれに伴う専門職員の育成や外部職員を招くのかなど、三島市としてのペイオフに対する対応についてお答えを望むものであります。また、デフレ対策による不良債権処理問題では、中小企業のセーフティーネットが早くから叫ばれてまいりました。このペイオフ解禁により、金融機関による中小企業の貸し渋り被害はこれまで以上に進むと考えられますが、三島市としての対応、対策をお尋ねしておきたいのであります。

次に、福祉関係予算に対する質問であります。当局の資料によりますと、新年度当初予算313億7,200万円のうち民生費が66億2,853万円あり、そのうち福祉関係費として58億2,315万円が計上され、構成比18.6%となっております。本年度と比較してみますと5億3,319万円増額で9.9％のアップとなっているわけであります。そこで介護保険制度の平成15年度見直しを見据え、さらに充実した福祉政策を展開されることを望みまして、次の点をお尋ねします。

　まず、高齢者や障害者など在宅にいる方が、さまざまなサービスの中から自由に選択をできるように、サービス事業者としてＮＰＯ法人などの参入について、積極的に市として掘り起こしをすべきと考えますが、現在民間事業者の参入により事業を展開している介護サービスについて、

どのようにお考えか。また、施設入所を希望している方について、このたび平成15年度には、特養ホームが2施設できるわけでございますが､待機者はこれでカバーできる状態になるのか。さらに、介護保険料について平成15年度からはどのように見込まれておるのかについてお尋ねいたします。

　最後に、補助事業における三島市の取り組みについてお尋ねします。国・県の補助事業を積極的に取り入れた予算案となっているのかどうかということであります。特に市民直結の補助事業の場合、市民にとって補助絡みの事業の多い少ないが、生活向上へ向けての恩恵を享受している1つのバロメーターになることは間違いないと思います。したがって、国・県の補助事業は周知徹底、PRに努め、枠組みいっぱいの実施を目指すべきだと思いますが、新年度予算の中身はどのような扱いになっておられるのか。継続事業は現年度に対しどの程度の組み入れを図っておられるのか。また、新たな補助事業はどのような状況であるのか､具体的なお答えを求めるものであります。

　以上、壇上からの質問といたしますが、質問内容が多岐にわたっておりますので、当局の皆様方は明快なる答弁をよろしくお願いしたいと思います。
